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あらまし 本論文では，筆者らが構築した車々間通信ネットワークを含む自律走行交通流シミュレータを用い
て，交通の安全性及び道路容量の観点で車々間通信ネットワークの効果について定量的に評価検討を行っている．
人間と機械を含めた総合遅延，車両密度，車々間通信機器搭載率及び通信範囲に対する評価結果より，安全性及
び安全性を考慮した道路容量の向上を確認している．以上より，車々間通信ネットワークの十分な効果を得られ
るための通信半径や車々間通信機器搭載率などが求められている．また，ヨーロッパを中心に検討されている速
度適応システムと車々間通信ネットワークの効果についての比較も行っている．その結果，速度適応システムよ
り車々間通信ネットワークのほうが優れていることが示されている．

キーワード 高度交通システム（ITS），車々間通信ネットワーク，自律走行交通流シミュレータ，速度適応シ
ステム，交通の安全性，道路容量

1. ま えが き

高度交通システム（ITS）では車両運行の効率化，安

全性の向上を目的とした様々な研究開発が行われてい

る．この研究開発の一環として，他の車両と情報交換す

る車々間通信ネットワークが注目されている [1]～ [4]．

このような状況下で ITSに導入される新しい車々間

通信ネットワークの有効性を評価し，実現すべき車々

間通信ネットワークのスペックを得る必要性が高まっ

ている．ネットワークに対し，ある特定の通信方式や

通信媒体で評価を行う研究は報告されている [1]～ [2]

が，交通の安全性の向上や道路容量を定量的に検討し，

車々間通信ネットワークに必要なスペックを導き出す

報告はほとんどない．

筆者らは，車々間通信ネットワークが交通流に与え

る影響や効果などを評価するために，車々間通信ネッ

トワークを含めた自律走行交通流シミュレータを構築

し，評価基準として三つの新しい評価基準を提案し，

評価を行っている [6]．文献 [6]では，いくつかの例に

ついて検討を行い，安全性及び道路容量の向上に車々

間通信ネットワークが期待できることを明らかにして

いるが，スペックを求めるための種々の詳細な検討は
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なされていない．また，安全性の向上を目的とし，検

討されている速度適応システム [7], [8]と車々間通信

ネットワークシステムとの比較も行われてない．

本論文では，構築した交通流シミュレータを用いて，

交通の安全性及び道路容量の観点で車々間通信ネット

ワークの効果を定量的に評価検討し，車々間通信ネッ

トワークの有効性を確認するとともにその効果を得る

ために必要なスペックを導き出す [9]～ [11]．更に，そ

の効果を速度適応システムの効果と比較する [12]．こ

こでは，車々間通信ネットワークは警告型運転支援と

して動作することを仮定している．道路環境として高

速道路を用いて，人間の反応時間を含む総合遅延，車

両密度，車々間通信機器の搭載率，及び通信半径に対

する評価を行う．

2. 評価対象システムと評価基準 [6]

構築した車々間通信ネットワークを含む自律走行交

通流シミュレータの基本的な事項について簡単に述べ

る．なお，本シミュレータに関する詳細については文

献 [6]に記述する．

2. 1 評価対象システム

2. 1. 1 自 律 走 行

本シミュレータにおける各車両には運転者が乗り，

車両の走行を制御することを仮定している．各運転者

に以下の特性及び条件をもたせ，各車両は自律的に走
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行する．

（ 1） 視界

（ 2） 希望速度

（ 3） 総合遅延

（ 4） 速度決定

（ 5） 車線変更

本シミュレータで用いる車両モデルは長さ 3.5m，幅

1.5mとし，全車両は同じモデルを用いる．また，車

両発生は道路の始点において，平均速度は 100 km/h

でポアソン生起し，最小車間距離 5mがとれない場合

のみ，5mとなるまで発生を待つと仮定する．シミュ

レーション刻みは 0.05秒または 0.1秒とする．

本シミュレータで用いる道路環境は片側直線 3車線

の高速道路と片側直線 2車線の高速道路に入線ランプ

のついたインターチェンジである．

2. 1. 2 運転支援を用いた自律走行

本研究では車々間通信ネットワークが警告型運転支

援システムとして動作し，他の車両からの情報に基づ

いて周囲の交通状況を判断し，車両の前方に他の車両

が急ブレーキをかけることや隣接車線から入り込む車

両があることにより安全性の面で問題がある場合に運

転者にビープ音で警告を与えることを仮定している．

車々間通信ネットワークにおける特徴及び与えた条件

を以下に示す．

（ 1） 伝送し合う情報はフロントシート情報である

位置，速度，ブレーキ，及び車両 IDとする．

（ 2） 通信は無線とし，通信方式はブロードキャス

ト通信と仮定する．

（ 3） 通信半径は車両中心から全方向に 0～200m

の間で設定するものとする．

（ 4） 理想的な通信（遅延なし，エラーなし）が確

保されると仮定する．

（ 5） 通信間隔は 0.05秒または 0.1秒とする．

2. 2 評 価 基 準

本論文で用いる三つの評価基準を簡単に述べる．な

お，詳細は文献 [6]に述べられている．

2. 2. 1 事故発生率

事故発生率（AOR：Accident Occurrence Ratio）

は一定長の道路を一定時間走行させたときに 1回以上

交通事故の起きる確率である．基準の単位は％である．

2. 2. 2 修正道路容量

従来，道路容量の概念は設定する車両密度×平均速

度であり，交通事故を考慮したうえでの評価方法はほ

とんどなかった．本論文では，交通事故を考慮した定

量的な指標として「同じ安全性のもとで道路容量が

どの程度増大するか」を知るために修正道路容量を

用いている．修正道路容量（MRC：Modified Road

Capacity）は定量的に安全性を考慮したうえでの道路

容量であり，一定の事故発生率において 1車線・1時

間当りの通過可能車両台数と定義している．修正道路

容量の単位は台/時間/車線である．

2. 2. 3 実効道路容量

実効道路容量（ERC：Effective Road Capacity）は

車両をポアソン生起させながら，最低車間距離 Z [m]

をとれない場合は待ち車両とし，待ち車両数が時間に

比例して増加する臨界の 1車線・1時間当りの車両台

数である．本論文では，実効道路容量で用いられる臨

界はシミュレーションより判定する．その判定に用い

られる規準を簡潔に以下に述べる．シミュレーション

を開始してから 30分後及び 1時間後の待機車両の台

数を測定し，1時間後の待機車両の台数が 30分後のそ

れに対し 2倍±15％の中に入り，かつ待機車両が発生

が全発生台数の 3％以上になった場合に臨界を超えた

と判定する．臨界の詳細については文献 [6]に述べら

れている．実効道路容量の単位は台/時間/車線である．

3. 片側直線 3車線高速道路の場合

本章では，片側直線 3車線高速道路という道路環境

における交通流に与える車々間通信ネットワークの影

響や効果について述べる．また，これらの評価を評価

基準ごとに示す．

3. 1 事故発生率

ここでは，遅延，車両密度，車々間通信機器の搭載

率及び通信範囲に対する事故発生率の評価を行ってい

る．また，これらの検討は交通事故を回避する必要性

が高い道路状況（危険度がかなり高くなる状況）で

行う．

3. 1. 1 総合遅延における評価

まず，総合遅延に対する評価検討を行う．運転者の

個人差により，実際の人間の反応時間ばらつきがある．

ここで，本検討ではこの遅延のばらつきを近似的にガ

ウス分布（ガウス分布で 0より小さい値を 0とする

分布を意味する）で表現し，標準偏差による違いを調

べる．ガウス分布の平均は 0.4～0.7秒とし，標準偏差

0.0～0.7秒間の 4点とし，これらの分布は近似的にガ

ウス分布状に各運転者の遅延としてランダムに割り当

てる．ここでは，文献 [6]で述べた評価結果に基づい

て危険度が高い車両密度 30台/km/車線を用いて，検
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図 1 遅延の標準偏差に対する事故発生率の比較
Fig. 1 Comparison of AOR on standard deviation of

delays.

討を行う．この車両密度は道路の混雑度が高い状況を

表している．また，ここで用いられる車々間通信機器

搭載率は 0％である．

図 1 にシミュレーション結果を示す．標準偏差が大

きくなるに伴い事故発生率が増加するが，その差異は

小さい．以上の結果より，本検討では標準偏差 0.7秒

を用いることにする．

次に各総合遅延における車々間通信ネットワークの

効果を評価する．車々間通信機器搭載率は 0％と 100％

とし，通信半径は 200mとする．

シミュレーション結果を図 2 に示す．シミュレー

ションを行った範囲では車々間通信機器搭載率 0％の

場合では総合遅延の平均が 0.3秒以下の場合に交通事

故は起こってないが，その遅延が大きくなるにつれて

事故が発生するようになり，しかもその発生する確率

が高くなることがわかる．一方，車々間通信機器搭載

率 100％の場合には 0.8秒までの総合遅延では交通事

故は発生していない．これは車々間通信ネットワーク

を用いることによって運転者がいち早く周囲の交通状

況を把握可能であり，早期に事故回避行動を起こすこ

とで事故の発生を未然に防いでいるためと考えられる．

3. 1. 2 通信機器搭載率における評価

本項では車々間通信機器搭載車・非搭載車の混在状

態における車々間通信ネットワークの効果の検討を行

う．車々間通信機器搭載率 0，20，40，60，80，及び

100％の条件でシミュレーションを行い，事故発生率

を求めた．これらの検討は文献 [6]で述べた評価結果

より，危険度が最も高くなる道路状況（車両密度 35

台/km/車線）において行う．この道路状況は道路の混

雑がかなり高い状態を表している．また，通信半径は

図 2 遅延に対する事故発生率の比較
Fig. 2 Comparison of AOR on delays.

図 3 車々間通信機器搭載率に対する事故発生率の変化
Fig. 3 AOR’s alterations on inter-vehicle communi-

cation equipment mounting ratios.

200mと仮定する．ここで用いる総合遅延を平均 0.3

秒，標準偏差 0.7秒の近似的にガウス分布状にランダ

ムに運転者に割り当てることにする．

シミュレーション結果を図 3に示す．本図より，車々

間通信機器搭載率 50％以下では事故発生率はゆるやか

に減少するが，その搭載率が 60％程度で急激に減少

していることがわかる．以上より，必ずしも全車両で

車々間通信ネットワークが完全に動作しなくても，安

全性に対する効果は十分あり，現実的な観点からも実

効性が期待されることが示された．

3. 1. 3 車々間通信半径における評価

次に，車々間通信ネットワークの通信半径に対する

事故発生率を求める．ここでは 0～100mの間で 20m

おきの通信半径においてシミュレーションを行う．車

両密度と総合遅延は 3.1.2の評価と同様であり，パラ

メータとして車々間通信機器搭載率 0，25，50，75，

及び 100％を用いる．

図 4にシミュレーション結果を示す．この結果より，

同じ車々間通信機器搭載率の下で通信半径が大きけれ
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図 4 通信半径に対する事故発生率の変化
Fig. 4 AOR’s alterations on communication

radiuses.

ば事故発生率も低減するが，車々間通信機器搭載率に

よって改善限界が異なり，また車々間通信機器搭載率

が大きくなるほど，通信半径が小さくても事故抑制効

果は上がり，車々間通信機器搭載率が大きければ 40～

50m，車々間通信機器搭載率が小さくても 80～100m

で効果がフロアを示すことがわかる．以上より，以降

のシミュレーションではすべて通信半径を 100mとす

ることにする．

3. 2 修正道路容量

次に修正道路容量を検討する．シミュレーション条

件は車々間通信機器搭載率が 0，50及び 100％であり，

通信半径は 100mとする．総合遅延として平均 0.5秒，

標準偏差 0.5秒の近似的なガウス分布を用いる．

図 5にシミュレーション結果を示す．この結果より，

事故発生率 10％の場合に車々間通信機器搭載率 0％の

修正道路容量に対する車々間通信機器搭載率 50％と

100％の修正道路容量がそれぞれ約 1.4倍と 1.7倍に

増加することがわかる．以上より，車々間通信ネット

ワークを用いることによって，車線数の増大を伴わず

に道路容量の増加が期待できることが確認された．

3. 3 実効道路容量

本検討で用いる車々間通信機器搭載率は 0，50，及

び 100％とし，通信半径は 100mとする．総合遅延は

3.2で用いたものと同様とする．

シミュレーション結果を表 1に示す．同表に示した

実効道路容量は，交通事故が起こらない場合のシミュ

レーション結果である．この結果より，車々間通信ネッ

トワークを用いても実効道路容量の向上が見られず，

逆に車々間通信機器搭載率が高くなると実効道路容量

が約 0.9倍に減少することがわかる．この原因は車々

間通信ネットワークを用いることにより車両がより安

図 5 事故発生率に対する修正道路容量の変化
Fig. 5 MRC’s alterations on aors.

表 1 実効道路容量のシミュレーション結果
Table 1 Simulation results of ERC.

全な車間距離と速度で走行するためと考えられる．し

かし，交通事故の発生を考慮した修正道路容量の比較

においては車々間通信機器搭載率 50％と 100％の場合

の修正道路容量を従来の交通（車々間通信機器搭載率

0％の場合）の修正道路容量と比較するとそれぞれ約

1.4，1.7倍に向上することがわかり，安全性が飛躍的

に高まっていることがわかった．

4. 片側合流部を含めた直線 2車線高速
道路の場合

以下の検討は片側合流部を含めた直線 2車線高速道

路について行う．検討に用いるパラメータや評価基準

などは片側直線 3車線高速道路の場合と同様とする．

4. 1 事故発生率

4. 1. 1 総合遅延における評価

本検討では 3.1.1で用いた条件と同じ条件下で行う．

ただし，ここで用いる車両密度は，合流後の本線にお

ける車両密度が 30台/km/車線となるように，本線及

び入線ランプの車両密度を双方 20台/km/車線に設定

し，3.1.1の検討と同じ道路状況下で検討を行う．

シミュレーション結果を図 6 に示す．本結果より，

シミュレーションを行った範囲では車々間通信機器搭載

率 0％の場合は総合遅延が大きくなるに伴い事故発生
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図 6 合流部における遅延に対する事故発生率の比較
Fig. 6 Comparison of AOR on delays at interchange.

率が大きく増加するが，車々間通信機器搭載率 100％

の場合では総合遅延が 0.6秒まで大きくなっても事故

発生率が 0％であり，それ以上の場合も大きく事故発

生率を抑圧している．以上より，合流部を含めた道路

環境でも車々間通信ネットワークが安全性の向上に有

効であることがわかる．

4. 1. 2 車両密度における評価

ここでは道路状況の変化に対する安全性の変化を調

べるために，車両が疎な状態で走行できる道路状況

（車両密度 10台/km/車線）から道路の混雑が高くなる

状況（車両密度 35台/km/車線）までの道路環境下で

本線，入線ランプの車両密度を変えて事故発生率の検

討を行う．まず本線での車両密度を 30台/km/車線に

固定し，入線ランプでの車両密度を 10～35台/km/車

線まで増加させて，車々間通信機器搭載率 0％と 100％

における事故発生率の特性の比較を行う．次に入線ラ

ンプでの車両密度を 30台/km/車線に固定し，本線で

の車両密度も 10～35台/km/車線の間で設定し，車々

間通信機器搭載率 0％と 100％における事故発生率の

特性の比較を行う．通信半径は 100mと設定する．ま

た，総合遅延は近似的にガウス分布状（平均 0.3 秒，

標準偏差 0.7秒，負の値は 0とする）にランダムに運

転者に割り当てるものとする．

図 7に入線ランプでの車両密度が固定された場合の

シミュレーション結果を示す．また，図 8 に本線での

車両密度が固定された場合のシミュレーション結果を

示す．両図から車々間通信機器搭載率 0％において車

両密度が高くなれば事故発生率も高くなるが，その増

加は本線の車両密度の増加より入線ランプの車両密度

の増加のほうが大きな影響を与えることがわかった．

また，図 7，図 8とも車々間通信機器搭載率 100％の

場合に事故は起こってない．したがって，車々間通信

図 7 本線の車両密度に対する事故発生率の比較（入線ラ
ンプの車両密度が 30台数/km/車線の場合）

Fig. 7 Comparison of AOR on through lanes’ vehicle

densities (at interchange lane’s vehicle density

is 30 veh./km/lane).

図 8 入線ランプの車両密度に対する事故発生率の比較
（本線の車両密度が 30台数/km/車線の場合）

Fig. 8 Comparison of AOR on interchange lane’s

vehicle densities (at through lane’s vehicle

density is 30 veh./km/lane).

ネットワークを用いることによって合流部を含めた道

路環境における安全性が大きく改善されることがわ

かる．

4. 1. 3 通信機器搭載率における評価

本検討では危険度が高くなる道路状況下（入線ラン

プ及び本線の車両密度は双方 35台/km/車線）で車々

間通信機器搭載率の影響の検討を行う．また，総合遅

延は平均 0.5秒，標準偏差 0.7秒の近似的なガウス分

布状に基づくと仮定し，通信半径は 100mとする．更

に，ここで車々間通信機器搭載率として 0，20，40，

60，80，及び 100％を用いる．

図 9 にシミュレーション結果を示す．この結果よ

り，車々間通信機器搭載率の増加に伴い，事故発生率

が減少し，安全性の向上が確認された．合流部道路を

含めた道路環境では車々間通信機器搭載率の上昇に伴
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図 9 車々間通信機器搭載率に対する事故発生率の変化
Fig. 9 AOR’s alterations on inter-vehicle communi-

cation equipment mounting ratios.

い事故発生率がほぼ一様に減少しているが，車々間通

信機器搭載率 80％以上で大きく抑制されている．した

がって，合流部道路を含む道路環境においても車々間

通信ネットワークに十分な効果が期待できることがわ

かった．

4. 2 修正道路容量

ここで，合流部をもつ道路の修正道路容量の検討を

行う．本検討で用いる車々間通信機器搭載率は 0％及

び 100％とし，通信半径は 100mとし，総合遅延は平

均 0.5秒，標準偏差 0.7秒の近似的にガウス分布状で

ランダムに割り当てるとする．

シミュレーション結果を図 10に示す．同図より，同

じ事故発生率（ここでは 0％及び 20％）において，車々

間通信機器搭載率 100％の修正道路容量が車々間通信

機器搭載率 0％の修正道路容量に対し約 2.0倍になる

ことが示された．合流部をもつ道路でも基本道路と同

様，車々間通信ネットワークにより修正道路容量の増

加が期待できることが示された．

以上の結果より，車々間通信ネットワークが安全性

及び修正道路容量の向上に有効であることが確認され，

その効果を得るために必要とする車々間通信機器搭載

率及び車々間通信の通信半径を取得した．5.ではこの

効果を他の安全性向上システムである速度適応システ

ムの効果と比較する．速度適応システムはヨーロッパ

を中心に盛んに検討されている [7], [8]．

5. 速度適応システムとの比較 [12]

本章ではまず，速度適応システムについて簡単に述

べ，その効果と車々間通信ネットワークの効果につい

て比較を行う．以下の比較は片側直線 3車線高速道路

上で行われるものとする．

図 10 事故発生率に対する修正道路容量の変化
Fig. 10 MRC’s Alterations on AORs

5. 1 速度適応システム

安全性の向上を目的としている速度適応システムは，

路車間通信などを用いて道路の走行可能な最大速度が，

車両に通信され，車両はこの速度に達したらアクセル

を踏んでも速度が上がらないように制限されるシステ

ムである．本研究では，文献 [7]に示された速度適応

システムに基づいて速度適応システム機能を構築し，

シミュレータに導入している．ここで道路の走行可能

な最大速度は 100 km/hとし，このシステムを搭載し

ている車両はこの速度を超えて走行しないことを仮定

している．

5. 2 安全性の比較

本節では交通の安全性の観点で車々間通信（IVC）

ネットワークの効果と速度適応（SA）システムの効果

の比較検討を行う．まず，両者の機器搭載率の比較検

討を行う．事故を回避する必要が高くなる道路状況下

で検討を行うために，ここで用いる車両密度は 3.1.3

の検討と同様とする．また，総合遅延は 0.8秒で固定

し，車々間通信の通信半径は 200mとする．最後に，

検討する機器搭載率は 0，25，50，75，及び 100％と

する．

図 11 にシミュレーション結果を示す．この結果よ

り，すべての機器搭載率において車々間通信ネットワー

クの効果は速度適応システムの効果より大きいか，ま

たは等しいこと，更に機器搭載率の増加に伴いその効

果は大きくなることが示された．

次に車両密度における比較検討を行う．ここで検討

される道路状況は，車両が疎な状態で走行できる道路

状況（車両密度が 5台/km/車線の場合）から交通渋

滞が発生する限界の道路状況（車両密度が 42台/km/

車線の場合）とする．また，総合遅延と通信半径は前

の検討と同様とする．更に，機器搭載率は両者とも
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図 11 機器搭載率の比較
Fig. 11 Comparison on equipment mounting ratios.

図 12 車両密度の比較
Fig. 12 Comparison on vehicle densities.

100％とする．

シミュレーション結果を図 12 に示す．ここでも何

も用いない場合，速度適応システムを用いた場合に対

し，車々間通信ネットワークを用いた場合の順に事故

発生率が下がることが示された．以上より，機器搭載

率の比較検討及び車両密度の比較検討より車々間通信

ネットワークは速度適応システムより優れていること

がわかった．

5. 3 道路容量の比較

次に修正道路容量の比較検討を行う．本検討で用い

る機器搭載率と総合遅延と車々間通信半径は 3.2と同

様とする．シミュレーション結果を図 13 に示す．事

故発生率 20％において車々間通信（IVC）ネットワー

クを用いた場合の修正道路容量は約 210％に増加する

のに対して速度適応（SA）システムを用いた場合の修

正道路容量の増加は約 140％となった．以上より，修

正道路容量の向上において車々間通信ネットワークは

速度適応システムより優れていることがわかった．

図 13 事故発生率に対する修正道路容量の比較
Fig. 13 Comparison of MRCs on AORs.

6. む す び

本論文では，筆者らが構築した，車々間通信ネット

ワークを含めた高度交通システムの評価のための自律

走行交通流シミュレータを用いて，交通の安全性及び

道路容量の観点で車々間通信ネットワークの効果を定

量的に検討した．本評価検討に用いた道路環境は片側

直線 3車線及び片側合流部を含めた直線 2車線の高速

道路であり，評価基準としては筆者らが提案した事故

発生率，修正道路容量，及び実効道路容量を用いた．

検討結果より，事故発生率と修正道路容量の向上に

車々間通信ネットワークが有効であることが示され，

車々間通信機器搭載率が 60％以上であれば，交通の安

全性が大幅に改善可能であることが示された．また，

車々間通信機器搭載率が大きい場合，十分な効果を得

るために，通信半径 40～50mで十分であることがわ

かった．また，車々間通信機器搭載率が小さい場合に

は通信半径 80～100mで効果がフロアを示すことが確

認され，車々間通信機器搭載率が小さい場合にはより

大きい通信半径が必要となることがわかった．更に，

車々間通信ネットワークを用いることによって車線数

の増大を伴わずに道路容量の増加が期待できることが

確認された．

更に，ヨーロッパを中心に検討されている速度適応

システムの効果と比較を行い，車々間通信ネットワー

クが速度適応システムより優れていることが示された．

今後の課題として，具体的な通信方式や実現すべき

車々間通信ネットワークの詳細なスペックの検討をす

ることがあげられる．
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